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5．「『なりわい』の再生」
（1）水産業の復旧・復興支援
　岩手県の復興計画では水産業の復興の基本的な
考え方として、地域に根ざした水産業を再生する
ため、両輪である漁業と流通・加工業について、
漁業協同組合を核とした漁業、養殖業の構築と、
産地魚市場を核とした流通・加工体制の構築を一
体的に進めるとする。また、施設関係は地域の防
災対策や地域づくり、水産業再生の方向性を踏ま

えた漁港・漁場・漁村生活環境基盤および海岸保
全施設の復旧・整備を進めるとする。この考え方
の背景には、岩手県内の漁業者のほとんどが漁業
協同組合の組合員となっていて、養殖施設など漁
協の施設を共同利用する仕組みが根付いていたと
いう事情がある。そして、県は被災した全ての漁
港、施設の復旧を進めることとし、漁港施設につ
いては概ね 5年間で復旧し、また、水産業の早期
再生を図るために、国の補助事業を利用したり、
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要　　　旨　　 　本稿の目的は岩手県を事例にして、東日本大震災対応財政の 3年間、つまり、2011
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県独自の補助制度を創設したりして、県が全面的
に支援することとした。
　水産業復旧・復興支援事業について具体的に整
理したものが表 1 である。2011 年度最終予算額
でみると、約 950 億円が投じられていることがわ
かる。財源内訳は国庫支出金 601 億円、緊急雇用
基金の繰入金 3.9 億円、サントリーホールディン
グスからの寄附金 20 億円、ヤマト福祉財団から
の助成金 58.5 億円、一般財源 265 億円となって
いる。サントリーホールディングズからの寄附金
は共同利用漁船等復旧支援対策事業に、ヤマト福
祉財団からの助成金は水産業経営基盤復旧支援事
業および製氷保管施設等早期復旧支援事業に活用
された。これらの事業のうち県直営事業以外は一
部（水産養殖施設災害復旧事業、水産加工事業者

生産回復支援事業）を除き、県から市町村に財源
が交付され、市町村事業として、あるいは市町村
からさらに事業主体へ交付されて事業が実施され
ている。なお、県の一般財源には震災復興特別交
付税、通常分の特別交付税等が充当されている。
　岩手県の水産業復旧・復興支援事業にかかる予
算措置については、2011 年 4 月の補正予算第 2
号において農林水産施設関係の復旧に 139 億円、
同年 6月の補正予算第 3号に「『なりわい』の再生」
として 1,216 億円が計上され、とくに水産業では
共同利用漁船等復旧支援対策事業に 285.3 億円が
計上されたが、2月現計予算では 395.8 億円まで
増額され、また、水産業共同利用施設復旧支援事
業は同様に 15.5 億円が 2月現計予算では 130.2 億
円と大幅に増額されている。震災発生から 3ヶ月

表 1　水産業復旧・復興支援事業一覧 （単位：百万円）
事業名 事業概要 予算額 補助率等

漁業協同組合等機能回復支援事業 ・事務所の修繕、仮設事務所の整備
・OA機器、机・椅子、車両等の購入等 63 国（2/3）、県（1/9）、市町村（1/9）、

事業主体（1/9）、一部、国庫対象外あり
水産団体機能回復支援事業 ・加工組合、魚市場等の事務所機能復旧 29 県（7/9）、市町村（1/9）、事業主体（1/9）

共同利用漁船等復旧支援対策事業 ・漁船の取得（新造・中古購入）、修繕
・定置網・磯建網・カゴ等漁具の取得 39,581 国（1/3）、県（4/9）、事業主体（1/9）

水産養殖施設災害復旧事業 ・激甚災害法にもとづく養殖施設（個人）
の原型復旧 714 （対象事業の）国（9/10）、事業主体（1/10）

水産業経営基盤復旧支援事業（養
殖施設分） ・養殖施設の新設整備 4,532 国（2/3）、県（1/9）、市町村（1/9）、

事業主体（1/9）

養殖用種苗供給事業 ・ワカメ、コンブ種苗の委託生産
・ホタテ、カキ種苗の購入費補助 416 県（7/9）、市町村（1/9）、事業主体（1/9）

水産業経営基盤復旧支援事業（共
同利用施設分）

・荷捌き施設など共同利用施設の新設整
備 20,670 国（2/3）、県（1/9）、市町村（1/9）、

事業主体（1/9）

水産業共同利用施設復旧支援事業 ・荷捌き施設など共同利用施設の修繕、
機器整備 13,022 国（2/3）、県（1/9）、市町村（1/9）、

事業主体（1/9）

製氷保管施設等早期復旧支援事業 ・魚市場に関連する製氷・貯氷施設の修
繕、新設整備 3,998 国（2/3）、県（1/9）、市町村（1/9）、

事業主体（1/9）
水産加工事業者生産回復支援事業 ・民間事業者の水産加工用機器類整備 1,595 県（8/9）、事業主体（1/9）
さけ・ます生産地震災復旧支援緊
急事業 ・さけ・ますふ化場の応急復旧 2,850 国（2/3）、県（1/9）、市町村（1/9）、

事業主体（1/9）
さけ・ます種苗生産施設等復興支
援事業 ・さけ・ますふ化場等の本格復旧 3,661 国（2/3）、県（1/9）、市町村（1/9）、

事業主体（1/9）
水産技術センター施設災害復旧事
業

・大船渡施設の設計（アワビ）
・種市施設の設計、工事（ウニ） 1,132 県直営事業

国（2/3）、県（1/3）
漁場復旧対策支援事業（漁業者等
による瓦礫撤去）

・漁業者グループによる漁場の瓦礫等回
収処理 2,358 県直営事業　　　12,100 円 / 人・日

国（8/10）、県（2/10）
いわての漁業復旧支援事業（緊急
雇用創出事業）

・定置網、養殖施設の復旧整備にかかる
漁業者の雇用 281 県直営事業（委託：雇用対策基金）

合計 94,903
（注）予算額は 2011 年度 2月現計予算。 
（出所）岩手県『岩手県東日本大震災津波の記録』にもとづいて筆者作成。
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間に、2度の補正予算で 4,106 億円（全分野ベー
スで 10 年度を除く）もの震災対応予算を編成し
たなかで、被災者の生活支援の応急対策とともに
早くから水産業再生に向けた取組みを進めてきた
点は特筆に値する。
　しかも、被災市町村の行政機能が著しく低下し
ているなかで、水産業の復旧・復興支援を県が全
面的に支えていることは、広域災害における中間
団体としての役割を積極的に果たしていると言え
る。県は、国の補助制度の創設に向けた調整・協
議のみならず、国の補助制度では対応しきれない
分野について、市町村と連携した独自の制度を創
設して財政面からの支援も手厚く行っている。例
えば、民間事業者の水産加工機器類の整備に要す
る経費に対しては県 8/9、事業者 1/9 の負担区分
として県予算 16 億円、ワカメ・コンブ種苗の委
託生産、ホタテ・カキ種苗の購入費補助として県
7/9、市町村 1/9、事業主体 1/9 の負担区分として
県予算 4.1 億円が計上されている。さらに、共同
利用漁船等復旧支援対策事業のように国の補助率
（1/3）が低いために、県が嵩上げ補助を行い、市
町村・事業主の負担を軽減する措置を行っている。
　岩手沿岸の被災者は漁業者や漁業者を含む水産
業従事者が多く、彼ら（彼女ら）にとっては生活
と生業が一体的であり、地域コミュニティの多く
は水産業を通じて形成されているが、地域の基幹
産業である水産業の停滞により地域コミュニティ
が消滅するおそれがあり、消滅したケースもみら
れる。また、水産都市ともなれば、「水産業コン
プレックス」が形成されており、地域経済への影
響は計りしれないものになる。こうした点からみ
ても、県は迅速に対応するとともに、2012 年度
以降も継続して多様な事業が重点的に実施されて
いる。結果、「いわて復興インデックス報告書（第
8 回）」（2013 年 11 月）に示されているとおり、
補助事業による新規登録漁船数の整備率は 89.8％
（6,107 隻）、養殖施設整備台数は 85.9％（17,082 台）
に達している。
　このように水産業の復旧・復興支援については
国の支援のほか、県および市町村の補助金による

支援が多くの漁業者の操業再開、そして、水産業
の再生に対してきわめて有効に機能したことがわ
かる。なお、本稿では農業や農地・農業用施設の
復旧・復興については省略するが、水産業のケー
スと類似しており、さらに、県が市町村に代わっ
て沿岸地域における被害調査を行ったという注目
すべき役割もみられる 1）。

（2）商工業等の復旧・復興支援
　国が 2011 年 5 月に中小企業等復旧・復興支援
事業（グループ補助金制度）を創設したことを受
けて、岩手県は 11 年 6 月の補正予算第 3号に中
小企業等復旧・復興支援補助事業として 79.2 億円
を措置している。このグループ補助金は阪神・淡
路大震災時には無く、今回の震災で創設された制
度である。これまでの予算計上額、補助金の決定
額等の実績を整理したのが、表 2である。表 2に
は認定されたグループの構成まで掲載していない
が、それを岩手県のホームページで閲覧すると、
水産加工業や卸・小売業など異業種からなるグ
ループの存在が目立ち、他方、40 者超からなるグ
ループはわずかであり、宮城県のケースと異なる。
　2012 年度末までの事業実施状況をみると、交
付決定事業者の 1,159 者に対し、事業完了が 416
者、翌年度への繰越が 732 者、事業廃止が 8者、
交付決定取消しが 3者である。これらのうち繰越
が目立つが、その主な理由は復興需要の増大に伴
う資材や作業員の不足による工事の長期化のほ
か、復旧工事着手後、地盤補強などの追加工事が
必要となったことや、土地利用の関係で復旧場所
が決定できないことなどがあげられている。事業
廃止の理由は他の補助事業等の活用のほか、取引
先廃業に伴う事業所の閉鎖、破産手続き開始、事
業主の体調不良による事業再開断念となってい
る。交付決定の取消理由は 2011 年度に交付決定
した事業者のうち、13 年度中に事業完了が見込
まれないため、前年度末にいったん交付決定を取
消し、再度交付決定を行うことで 14 年度以降に
事業を継続実施できるよう対応したものである。
しかし、事業完了者を含めて、消費増税や資材、
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労務費単価の高騰にかかる交付決定の変更は認め
られていないため、追加の資金調達に追い込まれ
るといった新たな問題が生じている 2）。
　グループ補助金について、県はいくつか要望し
ているが、補助要件に該当しない小規模商店な
ど、グループ化が困難なところを対象にするよう
な要件の緩和、補助制度の創設、また、依然とし
てグループ補助金について多くの需要があること
から、2014 年度以降の事業継続、既に交付決定
した事業者が複数年度にわたって円滑に実施でき
るよう制度面での柔軟対応をあげている。
　グループ補助金で支援できない企業等に対し
て、岩手県は 2011 年 4 月の補正予算第 2 号に、
中小企業者支援として貸付金（中小企業災害復旧
資金貸付金 20.8 億円）や利子補給のほかに、県単
独事業の中小企業被災資産修繕事業費補助を創設
している（表 3）。この事業は単年度限りの措置で
あったが、最終予算額 8.2 億円、補助金交付決定
企業 427 社となっている。この事業は 2011 年度 2
月補正予算で新たに創設した、中小企業被災資産
復旧事業費補助に引き継がれている（表 4）。その
予算措置状況をみると、2013 年度当初予算までに
13.7 億円が措置され、12 年度までに 192 社への交
付が決定している。これらの補助制度では個別企

業の資産形成に資する事業の困難を背景に、復興
基金を活用する一方で、生活再建支援とのバラン
スを考慮しながら、雇用要件を付し、雇用の確保
とあわせた政策目的の明確化を図っている。
　被災商店街への復旧支援については独立行政法
人中小企業基盤整備機構の事業によって仮設店舗
等が整備されている。この事業は市町村からの要
請で、中小企業基盤整備機構が仮設の店舗、事務
所、工場などを整備し、市町村に一括貸与するも
ので、入居事業者との貸与契約は市町村が締結し、
一定期間経過後、施設を市町村に無償で移管する。
施設整備にあたって、公有地が活用できない場合、
民間の土地を賃借することになるが、借り上げ期
間の更新時に、土地需要の高まりから更新できな
いなどの問題がみられる。また、仮設店舗から本
設店舗への移行が進んだ場合の施設解体等の費用
は市町村負担となるため、その財源負担の問題も
生じている。仮設施設の移設・撤去費用に対する
財政支援について、県は復興交付金事業の基幹事
業や効果促進事業の対象とするなど、国で十分な
財政支援を行うよう要望しており、こうした結果、
国（経済産業省）から仮設施設の有効活用支援と
して解体・撤去費の補助が行われるようになった。
　商工業等の再生にあたっては被災事業者の二重
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事業概要 中小企業等グループの復興事業計画が県の認定を受けた場合、施設・設備の修繕・復旧に要する経費の
3/4 を補助（国 1/2、県 1/4）

グループの要件
①グループ等の機
能の重要性（いず
れかを満たすこ
と）

・グループ外の企業や他地域の産業にとって重要な役割を果たしていること。
・事業規模や雇用規模が大きく、地域経済・雇用への貢献度が高いこと。
・一定の地域内において、経済的・社会的に基幹となる産業群を担うグループであり、当該地域におけ
る復興・雇用維持に不可欠であること。
・地域コミュニティの維持に不可欠な商業機能を担うこと。

②震災による被害
の大きさ 震災により事業所の全部または一部に甚大な被害が生じていること。

交付決定状況
・2011 年度　30 グループ　295 者　　　　交付決定額　437 億円
・2012 年度　65 グループ　864 者　　　　　　同　　　316 億円
・2013 年度　7グループ　　34 者　　　　　　同　　　　12 億円

（注）1．2011 年度最終予算額 436.8 億円、12 年度最終予算額 414.0 億円、13 年度当初予算額 79.6 億円。 
　　　2． 2012 年度までは発災以降に実施した事業に遡及適用可能であり、県内陸部も補助対象となる。13 年度から遡及不可、

内陸部は対象外である。共同店舗の新設等やそれに付随する環境整備、イベント開催費用が補助対象にされ、その
拡充が行われている（拡充分：商業復興支援事業 19.5 億円）。

　　　3． 1 グループ当たりの補助限度額は設定されていない。 
　　　4． 交付決定状況は 2013 年 12 月現在。 
（出所）岩手県復興局資料より筆者作成。 

表２　中小企業等復旧・復興支援事業費補助（グループ補助金）
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債務問題もあげられるが、2011 年 11 月、岩手県
および地元金融機関、中小企業基盤整備機構が出
資して岩手産業復興機構を設立した（県出資 10
億円）。岩手産業復興機構が被災事業者の債務を
金融機関から買い取って、元利金の返済を 5年か
ら 15 年の期間で猶予し、金融機関から新たな融
資を受けることができるよう対応している。岩手
産業復興機構による債権買取件数は 2013 年 12 月
現在 91 件である。債権買取等に向けた相談対応
のほか長期返済猶予 34 件および新規融資 19 件が
あるが、これら債権買取等の処理にあたっては、
相談から再生支援までを行う岩手県産業復興相談
センターが事業再生計画の策定支援や金融機関等
との交渉等を行って、被災事業者をサポートして
いる。
　その他には、県は産業再生特区（岩手県産業再
生復興推進計画 3））の認定を受け、①被災地の雇
用創出を促進するための税制上の特例措置、②地
方税の課税免除または不均一課税に伴う措置、③
開発研究用減価償却資産等に関する特例措置が受

けられるようになり、2014 年 9 月末現在 319 業
者の指定を行っている。また、雇用の確保策とし
て、緊急雇用創出事業臨時特例基金を取り崩して
緊急雇用創出事業を実施しており、2012 年度に
229 億円、13 年度に 239 億円を活用している。
　岩手県の「『なりわい』の再生」にかかる施
策のなかで商業分野について、岩手経済研究所
（2013）では被災地商業の問題や課題が次のとお
り整理されている。第一に、沿岸被災地商業は震
災以前に比べ、売上や取引先の減少など厳しい経
営が続き、震災以前から人口減少や購買力の流出
などによる商圏の縮小がみられ、こうした流れが
さらに進むことが懸念される。第二に、復興需要
の高まりから地価の上昇がみられ、土地の需給が
逼迫する懸念が生じており、また、土地収用や区
画整理事業といった権利関係の調整に時間を要し
ており、制度面の緩和などの対応が必要とされて
いる。第三に、仮設店舗やグループ補助金など、
様々な支援施策の果たした役割は非常に大きく、
これからも事業者の復興段階に応じた支援は不可

研究ノート　岩手県の震災対応財政３年間の実態と課題（Ⅱ）

要件 被災店舗等修繕費補助 被災工場等修繕費補助

対象事業者

被災した沿岸地域の中小小売業者・サービス業者（宿
泊業者を含む）
＊再開・復旧のために 1,000 千円以上の修繕を行う
こと（宿泊業は 10,000 千円以上）

被災した沿岸地域の中小製造業者
＊再開・復旧のために、10,000 千円以上の修繕
を行うこと

対象経費 ①店舗等の災害復旧に伴う修繕に要する経費
②什器類等の災害復旧に伴う修繕に要する経費

①工場等の災害復旧に伴う修繕に要する経費
②機械、設備類等の災害復旧に伴う修繕に要す
る経費

補助率 1/2 以内の額
（負担率：企業　50％、県　50％の 1/2、市町村　同左）

同左
（同左）

補助限度額 1,000 千円以内（宿泊業は 20,000 千円） 10,000 千円以内
雇用要件 2014 年度末までに被災前の従事者を維持すること 同左

（出所）岩手県復興局資料より筆者作成。

要件 被災店舗等修繕費補助
対象事業者 東日本大震災津波により事業用資産が滅失し、沿岸市町村で事業を再開しようとする中小企業者
対象経費 建物およびその附属設備、構築物、機械および装置の取得に要する経費

補助率 1/2 以内の額
（負担率：企業　50％、県　50％の 1/2、市町村　同左）

補助限度額 20,000 千円以内（県 10,000 千円、市町村 10,000 千円）
雇用要件 事業再開後 3年以内に被災時従事者数を回復すること

（注）2011 年度 2月補正 1.8 千万円、12 年度最終予算 4.06 億円、13 年度当初予算 9.48 億円。 
（出所）岩手県復興局資料より筆者作成。 

表 3　中小企業被災資産修繕事業費補助（2011 年度のみ）

表 4　中小企業被災資産復旧事業費補助（2011 年度 2月補正予算により創設）
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欠であるとする。一方、支援を受ける事業者側の
問題として、補助金申請ありきのグループ形成な
どを危惧する声も上がっている。
　こうした問題等に対して、復興に向けての対応
は、第一に、事業者自身が事業への意欲を維持し
続けること。第二に、商業を産業として維持、継
続させていくためには担い手の確保、育成が求め
られる。そのうえで、被災地域の復興まちづくり
計画と地域商業の復興は車の両輪の関係にあり、
被災地商業の復興は地域の将来に深くかかわる課
題であると指摘する。
　震災前からの商業の諸問題は全国的な趨勢であ
り、別途議論を要しようが、用地取得の困難等は
生活、生業の再建にとって非常に高いハードルと
なっており、県の要望に国は真摯に向き合う必要
がある。これらに対して、グループ補助金等の支
援施策についての評価は当然と捉えるが、事業者
側の問題として補助金申請ありきのグループ形成
を指摘している点に筆者は注目する。ここにも「制
度に合わせた復興」という問題が潜んでいるので
はないだろうか。

6．「『暮らし』の再建」―被災者生活再建支援―
　東日本大震災では被害の甚大さから被災者生活
再建支援制度の一部見直しが行われている。第一
に、支援金の原資となる基金への拠出方法である。
これまでは基金が拠出する支援金の 1/2 に相当す
る額を国が補助し、残りの 1/2 を都道府県が拠出
するものであったが、国は今回の支援金の必要額
（全国ベース）を 20 万世帯程度、4,400 億円程度
と想定し、負担割合について全国知事会と協議を
行い、国の負担割合を 8/10、地方の負担割合を
2/10 とした 4）。
　第二に、支援金の支給申請期間が延長されたこ
とである。基礎支援金は発災から13月以内であっ
たが、25 月以内（2013 年 4 月 10 日まで）に一年
間延長され、さらに一年間延長され 37 月以内（14
年 4 月 10 日）、加算支援金は発災日から 37 月以
内であったが、85 月以内（18 年 4 月 10 日）とさ
れた。なお、申請期限の延長については、岩手弁

護士会から復興大臣、岩手県知事、岩手県内の市
町村長あてに要望書が提出されていた 5）。
　東日本大震災にかかる岩手県内の支援金（申請
ベース）は 2013 年 10 月 31 日現在、基礎支援金
および加算支援金あわせて 30,343 件、306.6 億円
となっている。その内訳は基礎支援金 23,110 件、
203.9 億円、加算支援金 7,233 件、102.7 億円であ
る。前者に関しては申請率が 100％に到達してい
る。後者のうち建設・購入は 3,699 件、補修は 2,915
件、賃貸は 619 件である。
　東日本大震災では県独自の補助制度として被
災者住宅再建支援事業を 2012 年度に創設してい
る 6）。この事業は、自宅が全壊した被災世帯の住
宅再建支援のために、市町村が支給した補助額
の 2/3 を市町村に補助することとし、対象者への
補助限度額は複数世帯 100 万円、単数世帯 75 万
円で、事業実施期間は 2016 年度までである。こ
れは被災者生活再建支援法では不十分とされる住
宅再建支援金として被災者に交付され、財源に復
興基金を活用している。補助金の申請は 2013 年
10 月 31 日現在、2,521 件で、県は 2016 年度末の
申請期限について延長に前向きとする（岩手日報
2013 年 12 月 5 日付）。
　これとの関わりで次の点に言及しておきたい。
岩手県単独の被災者生活再建支援事業は、被災者
生活再建支援法の適用を受けた同一災害で災害救
助法の適用とならず、支援金が支給されない者に
対し、市町村（実施主体）が支援金を交付する場
合、実施主体に対し県が 10/10 補助することとし、
要件、金額等は被災者生活再建支援金に同じであ
る（表 5）。　
　これまでに 1999 年、2002 年、2008 年に支援を
行った実績がある。こうした法の適用要件に満た
ない市町村の被災者に支援する事業は多くの地方
自治体で既に実施されており、それぞれ独自の補
完事業を加えている。なお、都道府県が独自の支
援制度を設けた場合に、支援の内容によって特別
交付税措置による財政支援がある 7）。
　近年、台風災害や局地的な集中豪雨による洪水
災害が全国で多発しており、岩手県も同様である

研究ノート　岩手県の震災対応財政３年間の実態と課題（Ⅱ）
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が、大震災後では 2013 年の 7月から 10 月にかけ
てみられ、被害総額も多額となった。しかし、局
地的な被害発生であり、被災世帯数が被災者生活
再建支援法の適用基準（10 世帯以上の住宅全壊
被害が発生した市町村）を満たさないことから、
県は政策的判断で独自の支援を行うこととし、9
月補正予算において、全壊世帯および大規模半壊
世帯については国の制度と同等以上の措置を行う
とともに、支給対象を半壊、床上浸水まで拡充し、
早期の生活再建を図る措置を講じた。
　こうした都道府県独自の被災者生活再建支援制
度の実施状況は内閣府の調査（2009 年 12 月 31
日現在および 13 年 6 月 1 日現在）をもとに整理
すると、全壊を対象とするものは 21 自治体から
32 自治体に、大規模半壊が 16 自治体から 22 自
治体にそれぞれ増加している。また、国の制度以
上の支援となる半壊は14自治体から25自治体に、
床上浸水は 6自治体から 14 自治体にそれぞれ増
加している。このように地方自治体が制度を補完
する形がみられるが、これまで地域・自治体等の
要望等を背景に制度が少しずつ見直されてきた歴
史的経緯のなかで、支援対象の拡充といういわば

制度の基本の 1つが国レベルで積極的に議論され
るべきことが示唆される。

7．「『安全』の確保」―社会資本の復旧・復興―
　「『安全』の確保」分野からは公共土木施設の復
旧・復興について整理しておく。公共土木施設の
復旧・復興は国、岩手県および沿岸被災市町村が
連携・調整しながら進められているが、それに関
する事業の進捗状況等は可視化できるようになっ
ており、具体的には「社会資本の復旧・復興ロー
ドマップ」（以下、ロードマップと略称する）が
あげられる。ここでは公共土木施設を、ロードマッ
プに即して社会資本と言い替えることにする。
　ロードマップ作成・公表の主旨は、被災者や被
災企業から、今後の生活設計や持ち家再建、産業
再生等の検討のために、まちづくりや公営住宅の
整備など、社会資本の復旧・復興の情報が必要と
の意見・要望に対応したものとしている。そこで
は被災地における産業基盤、県民生活に関わりの
深い社会資本の分野を選定し、事業の実施箇所や
規模、2018 年度までの工程見通しを、①海岸保全
施設（135 ヵ所）、②復興まちづくり（122 ヵ所）、

研究ノート　岩手県の震災対応財政３年間の実態と課題（Ⅱ）

被災者生活再建支援法（2007 年法改正以降） 県単「被災者生活再建支援事業」（2013 年）
基礎支援金 加算支援金 基礎支援金 加算支援金

①全壊世帯

100 万円

建設・購入 200 万円
or

補修 100 万円
or

賃貸 50 万円

100 万円

建設・購入 200 万円
or

補修 100 万円
or

賃貸 50 万円

②半壊でやむを得
ず解体した世帯
（半壊解体世帯）
③長期避難世帯

④大規模半壊世帯 50 万円

建設・購入 200 万円
or

補修 100 万円
or

賃貸 50 万円

50 万円

建設・購入 200 万円
or

補修 100 万円
or

賃貸 50 万円
⑤半壊世帯 ― ― 20 万円 ―
⑥床上浸水 ― ― 5万円 ―

⑦支給方式 ・定額渡切方式
・年収・年齢要件無し

・定額渡切方式（ただし、加算支援金は契約書などの写し
提出を要する）
・年収・年齢要件無し

⑧その他 ―

・①～④および⑦は左記（法制度）と同様
・⑤および⑥については新設制度（県独自制度拡充）
・ただし、本事業の実施主体は市町村（県は、市町村が支
援金の支給に要する経費（10/10）を補助する）

（出所）岩手県財政課資料をもとに筆者作成。

表 5　被災者生活再建支援制度と岩手県単独の支援事業の概要
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③復興道路等（83 ヵ所）、④災害公営住宅（6,086
戸）、⑤漁港（108 ヵ所）、⑥港湾（25 ヵ所）、⑦
医療（6 ヵ所）、⑧教育（18 ヵ所）の主要 8 分野
の497ヵ所、6,086戸について具体的に示している。
　ロードマップの公表は 2012 年 6 月に主要 5分
野の公表を皮切りに、同年 7月に沿岸 12 市町村
毎に主要 5分野を追加公表、9月には港湾、医療、
教育の 3分野を追加し、その後、復興交付金の配
分や予算措置状況にもとづく新規地区の追加、計
画事業の進捗に応じた時点修正を加えながら、内
容を随時更新している。なお、掲載する事業は国・
県・市町村の事業を対象に、県と市町村の共同で
作成しているが、市町村個々の事情に応じた対応
や復興道路の分野における市町村道については数
が多くなりすぎるため工程には掲載されていない
ものがある。
　2013 年 8 月の更新では、一年以上完成時期が
見直された箇所は全体で 68 ヵ所あり、そのうち
完成時期が早まった箇所は 10 ヵ所、遅くなった
箇所は 58 ヵ所となっている。前倒しとなった
10 ヵ所は復興道路 1、漁港 6、まちづくり 2、災
害公営住宅 1であり、遅れる 58 ヵ所の主なもの
は海岸 21、港湾 10、災害公営住宅 16 などであ
る。完了時期を延期した海岸保全施設の理由をみ
ると、構造、耐震、液状化対策といった従前にな
い設計基準の策定のほか、復興まちづくり計画と
の計画調整や、多数の相続・境界未定・所有者不
明土地の存在といった事業用地の取得の問題が発
生している。
　次に、社会資本の復旧等に対する財政支援につ
いて整理しておく。「東日本大震災に対処するた
めの特別の財政援助及び助成に関する法律」（以
下、東日本大震災財特法と略称する）にもとづ
く措置として、阪神・淡路大震災のケースを上回
る財政支援をあげれば、街路、排水施設、改良住
宅等が公共土木施設としての復旧対象になるとと
もに、集落排水施設（農業、漁業、林業ともに
1/2）が事業費合計額の標準税収入の割合に応じ
て 8/10 ～ 9/10 に嵩上げ、社会福祉施設の対象に
認知症グループホーム、地域包括支援センター等

の施設を追加したうえで1/2が2/3、仮庁舎（新規）
は 2/3、保健所は 1/2 から 2/3、介護老人保健施
設は 1/3 から 1/2、災害廃棄物処理は 1/2 から事
業費の標準税収入の割合に応じて 5/10 ～ 9/10 に
嵩上げなどとなっている 8）。また、東日本大震災
財特法に規定されないその他の助成措置等として
水産施設（漁船、定置網）1/3、漁場復旧対策支
援事業 8/10・2/3、除塩（津波被害地域）9/10、
農地区画整理（津波被害地域）5/10 ～ 9.5/10 な
どがあげられる。
　東日本大震災と阪神・淡路大震災の被災状況が
大きく異なることは周知のとおりであるが、これ
は社会資本の復旧・復興のあり方にも大きな影響
を与えている。例えば、後者の住宅再建はもとの
場所で、すぐにでも可能であったのに対して、前
者のそれについては防災集団移転促進、漁業集落
防災機能強化、土地区画整理、津波復興拠点整備
があげられるように、高台移転、土地の嵩上げが
必要である。こうした違いは津波によって再び人
命が失われることのないよう、多重防災型まちづ
くりを進め、災害に強い交通ネットワークを構築
して住民の安全を確保しなければならない点にあ
り、生活・生業基盤の整備の前提として公共施設
の復旧が欠かせないものとなっている。
　東日本大震災は岩手県内の社会資本整備が遅れ
ていたところに発生したが、その復旧は三陸沿岸
部という地域の特性も考慮されなければならな
い。公共施設の復旧は、原形復旧が原則であり、
二次災害防止、国土保全の観点からも復旧は所与
のものであるが、今回のようにいわゆる改良復旧
が積極的に認められるべきであり、さらに何度も
津波で被害を受けている地域があるので、地域の
実状に応じて、その拡大解釈が図られてよい。依
然として、公共施設の復旧は途上にあるが、復興
道路や防潮堤などの整備にみるように、その量的、
質的な水準を、多重防災型のまちづくりを前提と
しながら、今回の大震災における諸効果の実証の
総括、さらに次世代の生活・生業等の持続可能性
を踏まえて多角的なアプローチにより検討するこ
とが必要である。

研究ノート　岩手県の震災対応財政３年間の実態と課題（Ⅱ）



－ 280 － － 281 －

研究ノート　岩手県の震災対応財政３年間の実態と課題（Ⅱ）

8. 財政運営
（1）入札不調等
　本節では財政運営（マネジメント）における技
術（手法）や体制（組織）などの側面に大きな影
響を及ぼす、入札不調の問題、予算の繰越および
不用額、自治体職員の不足問題を整理しておく。
　最初に、入札不調の問題である。会計検査院
は 2013 年 7 月末に報告書を通して、東日本大震
災の被災自治体が 12 年 9 月までの 1年間に発注
した復旧・復興の公共工事のうち、予定価格が 1
千万円以上の工事で 21.1％の入札が不調に終わっ
ていることを発表した 9）。今後、発注量の増加等
に伴って入札不調の発生が高水準で推移するおそ
れがあり、復興の進捗に大きな影響をもたらす可
能性があること、また、復旧・復興事業の財源が
国民の税金によって賄われるものであることか
ら、事業の効率性、有効性等にも配慮しつつ進め、
入札不調に対する実効性ある対策を講じる必要が
あることなどをまとめている。
　報告書によれば、入札不調に伴う工事の遅延状
況について再度入札のための事務処理（工事内容
等の見直し、再度公告から入札実施等）に相応の
期間を要し、なかには 6ヵ月を超える工事もある
とする。また、労働者、建設資材の需給動向等に
ついて震災後、鉄筋工、型枠工等の技術者等が不
足しているため、労務単価が上昇、建設資材では
生コンクリート等の需給逼迫によって価格が上昇
していたと指摘し、これらの対策として、国土交
通省および農林水産省は技術者や技能者の確保、
予定価格の適切な算定のための入札不調対策を講
じるよう通知を出している。技術者や技能者の確
保対策としては復興 JV制度 10）の活用、1人の主
任技術者が管理できる近接工事 11）の明確化をあ
げる。予定価格等の適切な算定のための対策とし
ては実勢価格を反映した公共工事設計労務単価の
設定 12）、インフレスライド 13）、単品スライド 14）、
発注ロットの拡大を踏まえた間接工事費の算出、
点在する工事箇所ごとの工事費の算定 15）、被災
地以外からの技術者・技能者の確保に要する追加
費用への対応 16）、宿泊等に係る間接費の設計変

更の導入 17）および建設資材の遠隔地からの調達
に伴う設計変更の導入 18）によることとする。
　次に、岩手県の現状と課題を整理しておく。岩
手県総務部総務室入札担当によれば、入札取止め
発生率は表 6のとおりである。それは年々上昇し
ており、2013 年 11 月に 35％で最高となっている。
復興需要の本格化に伴って建設工事の発注量が増
加し、入札取止め件数も増加しているが、知事
部局の建設工事について 2013 年度は 11 年度、12
年度を大幅に上回って推移しており、復興に大き
な支障を来たしかねない状況となっている。

　入札取止め発生状況は、2010 年度で①発注件
数 1,443 件、②取止め件数 43 件、③取止め発生
率 3％、11 年度で① 1,567 件、② 139 件、③ 9％、
12 年度で① 1,651 件、② 203 件、③ 12％である。
2013 年度は 10 月末時点で① 873 件、② 162 件で
あるが、162 件について取止め理由をみると、（入
札参加資格審査）申請なし64件、入札者なし86件、
その他 12 件である。
　取止め発生率（162 件分）を工事種別にみると、
建築工事が 43％、土木工事が 21％で突出してお
り、また、金額別（予定価格）にみると、2,500
万円未満 27％、1 億円以上 15％、5,000 万円以上
1 億円未満 13％、2,500 万円以上 5,000 万円未満
13％である。予定価格（税込）が低い工事で取止
め発生率が高いので、金額が低い工事ほど敬遠さ
れる傾向がみられる。
　岩手県は入札不調への対応として、①入札制度
の改善、②技術者の入札参加資格要件の緩和、③
予定価格の算出の改善等を図っている。①につい
ては、技術者の施工経験（要件）や企業の施工実
績における数量要件を付さないとする施工実績要

（発生率：％）
4月 5月 6月 7月 8月 9月10月11月12月 1月 2月 3月

2011 年度 0 0 0 4 6 4 11 16 18 27 9 3
2012 年度 10 8 7 6 8 10 17 26 29 22 8 5
2013 年度 13 2 11 12 17 23 29 35 － － － －

（注）2013 年 11 月までの状況。
（出所）岩手県総務室入札担当資料より筆者作成。

表 6　岩手県における入札の取止めの発生状況
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件の緩和を進めたり、また、沿岸地域を要件とす
る地域要件に内陸地域を追加する特例を設けたり
している。
　②については、配置予定技術者の専任を要しな
い期間を設けること（着手以前や工事完成後、工
事完成検査終了後の事務手続き、後片付けは専任
を要しないなど）や当初設計額 2,500 万円未満の
工事では 2件まで現場代理人を兼務可能とするこ
となどである。
　③については、発注単位の拡大として施工箇所
が概ね 1km以上離れている工事を合冊して発注
した場合、標準工期日数に合冊する 1工事ごとに
25 日を加算する工期算定を行うこと、設計労務
単価の改定は 3ヵ月に 1回程度行う（被災 3県の
み）こと、インフレ条項の運用、被災地以外から
の労働者確保に要する追加費用等の共通仮設率お
よび現場補正率の補正、遠隔地からの資材調達に
要する輸送費の契約変更対応などがあげられる。
　こうした様々な取組みは国の指導等によるもの
であるが、岩手県独自の取組みについては同一工
事で複数回の入札不調となった建設工事について
随意契約を行った点が特徴としてあげられる。具
体的な例として、災害公営住宅の建築工事で 3件
あり、5億円以上の工事の業者選定を随意契約と
したのは、今回が初めてとのことである。その理
由として、災害公営住宅については、2度にわた
る入札不調によって既に半年から 1年程度の遅れ
が見込まれ、再々度、一般競争入札に付すとなる
と、さらに遅れが拡大し、整備の遅れが被災者の
生活再建に直接大きな影響を与えることから、随
意契約の導入により、一日でも早く工事に着手で
きるようにしたとする。なお、手続きとして多数
の見積依頼業者選定を行い、予定価格をあらかじ
め公表したうえで、見積もり合わせを実施し、競
争性を確保しつつ、手続きの迅速化を図ったとい
うことである。
　今後も、多くの建設工事の発注が見込まれてい
るが、国土強靭化対応や東京オリンピック・パラ
リンピック開催決定などによって、その関連工事
の需要の高まりが、被災地で顕在化している本格

復興需要の対応や入札不調の影響に拍車をかける
可能性が高い。入札不調の原因とされる、技術者
や労務員の不足、資材の不足や高騰なども、さら
に悪循環に陥る危険性が高い。加えて、県内陸部
を襲った 2013 年 7 月から 10 月にかけての大雨・
台風被害は 400 億円程度の被害額と大きな災害と
なっており、内陸部の建設業者はその復旧工事に
も対応しなければならない状況となった。岩手県
県土整備部は合冊によって工事を大型化し、県外
の大手ゼネコン業者の参入も促す方向にあるが、
復興のスピードをあげる必要がある一方で、阪
神・淡路大震災の復興事業費の約 9割が東京を中
心とする大手企業の懐に転がり込んだとする宮入
（2013a）における指摘も意識しておく必要があろ
う。

（2）予算繰越と不用額
　岩手県の予算の繰越状況および不用額の発生に
ついて整理しておく 19）。2010 年度の一般会計の
繰越額は 480 億円程度であり、発災により、それ
以前の平均的な繰越額 270 億円程度を大幅に上
回っている。震災に起因するものは事業の遅延や
物品等の納入遅延などであり、142 億円余の事故
繰越が発生している。震災以外の要因分は前年度
比増 50 億円となっており、これは国の経済対策
に係る交付金（きめ細やかな臨時交付金、住民に
光をそそぐ交付金）を活用すべく 2月補正予算に
おいて新規計上した事業分である。2011 年度の
繰越額は 2,780 億円であり、繰越明許費の繰越額
が 2,765 億円と前年度から 2,424 億円の大幅増で
あるのに対して、事故繰越額は 15 億円と前年度
から 127 億円余の減となっている。繰越明許費の
繰越原因の大半は震災に係る災害復旧事業費であ
り、工期の点で繰り越しせざるを得なかったもの
である。
　2012 年度の繰越額は 2,390 億円であり、前年度
から 390 億円の減となっている。そのうち震災対
応分が 1,978 億円、通常分が 412 億円である。明
許繰越と事故繰越の区分では、後者が 838 億円と
前年度比 823 億円の大幅増となった一方、前者が
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1,552 億円と前年度比 1,213 億円の減となってい
る。繰越額の主なものは漁港災害復旧事業 386 億
円、中小企業等復旧・復興支援事業費補助（グルー
プ補助金）346 億円と多額になっており、ともに
計画調整の遅れや入札不調、人手不足、資材調達
の困難等によって工事の進捗が遅れたことが理由
とされる。その他には漁業集落防災機能強化事業
費補助や漁港機能復旧事業、水産業経営基盤復旧
事業費補助、港湾災害復旧事業、地域連携道路整
備事業など津波被害に係る復旧事業に集中してい
る。
　このように 2011 年度および 12 年度の繰越額は
通常では考えられない規模となっており、震災対
応分をみると、12 年度は最終予算 4,583 億円のう
ち4割を超える水準（43.2％）に達している。なお、
宮城県の 2012 年度の繰越額をみると、繰越明許
費繰越額3,034億円（うち普通建設事業2,041億円、
災害復旧事業 994 億円）、事故繰越額 911 億円（同
496 億円、同 414 億円）、合計 3,945 億円（同 2,537
億円、同 1,408 億円）であり、岩手県と同様に多
額の繰越額が発生している。
　繰越額に対して不用額は 2011 年度 385 億円、
12 年度 633 億円と、こちらも多額となっている。
2012 年度の不用額の主なものは漁港災害復旧事
業の 252 億円、水産業経営基盤復旧支援事業費
79 億円、漁港機能復旧事業費 67 億円となってお
り、その主たる理由は、繰越予算が執行できな
かったもの、一部事業実施主体が実施を取り下げ
たこと、入札不調により事業執行できなかったこ
とによる。不用額 633 億円のうち、およそ 9割に
あたる 554 億円は 2011 年度から繰り越した予算
であり、国の制度上、再度の繰越は、「年度内支
出負担行為」の要件があるため、用地取得が進ま
なかったり、市町村のまちづくり計画との調整に
時間を要し、計画した事業が実施できなくなった
場合、繰越予算は減額補正できないため、結果と
して不用額として処理せざるを得ないものとなっ
ている。
　こうした制度上の課題については国に改善を要
望しているものの、その見通しは低い。新聞報道

等にみられる復興関連予算の執行率の低さは、そ
うした事情を理解せず、単純に数値だけ捉えてい
る面があるが、繰越そのものはどの地方自治体で
も起こっており、全面悪ではなく、被災地の実態
等を正確に伝える必要があることを指摘しておき
たい。執行できなかった事業は改めて予算化され
る必要があり、そうでないと復興の取組みの遅れ
につながってしまい、また、労務費単価や資材単
価の高騰にみるように、時間の経過とともに事業
費が増嵩し、はては 2014 年 4 月からの消費増税
の影響も懸念される。グループ補助金のように、
単年度予算によって措置されているものは、補助
金交付決定後に事業費高騰分は変更増が認められ
ず、事業者には資金不足の発生も見込まれている。
資金調達が困難となれば、事業そのものを断念せ
ざるを得ないケースも想定され、被災地での復旧・
復興に大きな支障となる懸念が高まっている。

（3）自治体職員等の不足
　復旧・復興に関わる市町村および県の職員等の
不足は深刻な問題であるが、岩手県はとくに被災
市町村が本格的なまちづくりや災害公営住宅整備
等を促進できるよう人材不足の解消に取り組んで
いる 20）。実態としては、県自身がこれまでの行
財政構造改革により職員体制を大幅に縮小してき
た経緯があり、自らが人員確保に苦慮するなかで、
市町村向けの様々な職員派遣スキームを探りなが
ら、関係機関との調整に奔走していることがあげ
られる。主な人員確保策として、例えば、県職員
の派遣に加えて、県が採用した任期付職員を市町
村に派遣している。
　県の復興業務には他県等から応援を受けてお
り、実際の受入数は2013年6月1日現在、167人で、
前年同日比較で 18 人増となっている。しかし、
不足している状況である。その 167 人の職種をみ
ると、一般事務 48 人、土木 55 人、建築 10 人、
埋蔵文化財 8人、その他 46 人と、土木、建築の
技術関係職員が多い状況である。
　任期付職員については 2013 年 3 月までに 133
人、4月以降でも 138 人、合計 271 人が採用され、
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そのうち 62 人が被災市町村に派遣されている。
任期付職員の採用については、首都圏での募集が
継続的に行われている。
　2013 年 6 月 1 日現在、被災市町村から 573 人
の派遣要請があるが、実際の派遣人員は 519 人で
54人の不足であり、充足率は90.6％となっている。
復興が本格化していくプロセスでは、派遣要請数
の前年度比 144 人増にみるように、マンパワー確
保が復興事業の進捗に非常に大きな影響を与える
ために、県には一層の努力と工夫が求められる。
　人員確保の課題について若干言及しておきた
い。第一に、国、全国の自治体への派遣要請の取
組みを継続、強化し、また、OBスキームや三セク・
公社派遣スキームによる派遣が 2013 年 6 月現在、
ゼロであるために、その他のスキームとあわせて
人員の掘り起こしが必要である。
　第二に、被災地復興のための人的支援に対する
確実な財政措置の継続である。被災自治体におけ
る派遣職員の受入れ経費については、その全額が
震災復興特別交付税により措置されるが、それぞ
れの自治体の復興期間は派遣職員等がいる限り、
継続して措置される必要がある。
　第三に、被災地内外における任期付正職員（派
遣分）の給与水準の引上げである。これによって
職員応募に対するインセンティブになる。全国の
実例を多く把握するほど、とくにキャリアかつ年
齢を重ねている人にとって非常に低い給与水準で
あることがあげられる。

9．小括―県財政の役割―
　岩手県の震災対応財政を、先行研究を踏まえて
国・市町村との関係や財政運営の側面から分析す
ると、以下のような県財政の積極的な役割が浮か
び上がってくる。
　第一に、市町村とならぶ事業主体としての役割
であり、市町村を上回る震災対応財政の規模に
よって説明することができる。応急仮設住宅の供
与（民間賃貸住宅借上げを含む）、被災者の生活
再建支援、災害廃棄物の処理（市町村からの受託
事業）、雇用対策、産業全般の復旧（中小企業へ

の災害復旧資金貸付など）から農林業・畜水産業
や商工業・観光等の再生、保健・医療・福祉面や
教育・文化面に至る対応、河川・港湾・漁港・道路・
橋梁の公共施設の復旧などきわめて多岐にわた
り、市町村ほどではないにしても、地域住民・企
業等に身近に接する機会が多い。また、いわて復
興レポートにみるように、とくに地域住民（県民）
を明確に意識した復興の取組状況等に関する情報
発信にも住民に寄り添う姿勢が強くみられる。
　第二に、国等に対する要望、国・市町村および
関係機関等との調整である。岩手県の財政基盤は
きわめて脆弱であり、財政支援（復興交付金、震
災復興特別交付税など）に関する要望は欠かせな
いし、他方、要望の多少にかかわらず、国が財政
負担の点で重要な責務を果たすことは当然のこと
である。そして、制度改正（用地取得制度や復興
交付金制度など多数）や特区制度の創設に関する
国への要望や市町村との調整、鉄道復旧に関する
JR 東日本、三陸鉄道ほか関係機関との調整など
もあげられる。
　第三に、市町村の行財政運営に対する支援であ
る。多数の市町村職員の死亡・行方不明や市役所・
町村役場の全半壊等により行政機能が一時停止・
大幅低下し、復旧・復興に携わる職員の不足が長
期にわたって続く市町村の行財政運営ができるだ
け円滑に行われるように、人的支援を中心とする
サポートが実践されている。また、市町村に対す
る財政支援に関しては、水産業の再生にみるよう
な、県によるスピードを兼ね備えた補助の嵩上げ、
さらに県独自の被災者住宅再建支援事業は注目に
値する。
　岩手県は国の震災対応の制度創設や予算を先取
りしながら、対応策（支援策）をまとめて予算編
成を行うとともに、国からの財政移転が円滑に進
むよう調整役として、また市町村への補助事業者
として、さらに広域行政の主体として直接復旧・
復興事業に取り組んでいる。県固有の役割を問う
とすれば、いわば「マルチプレイヤー」としての
役割が大震災下で通常時よりも広範かつ高度に要
請され、発揮されたと評価することができる。こ
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のように定性的、定量的に明らかにされた点を踏
まえると、県の「広域」、「補完」などの機能が明
確になり、それらが国や市町村の機能と相互に作
用することが分権・自治型の災害復興を推進する
うえで欠かせないのではないだろうか 21）。
　こうした県の役割に伴って、多くの課題が残さ
れているので、次節ではそのうちいくつかについ
て具体的に提起しておく。

（以下、次号へ）

【注】
１）　 実際の調査にあたっては、コンサルタント、岩手県

土地改良事業団体連合会、農村災害復旧専門技術
者、県職員OBなどで構成された官民協働による調
査チーム「農地・農業用施設災害復旧支援隊（NSS）」
が対応した。

２）　 グループ補助金については、中小企業への直接支援
がこれまで利子補給中心であったことから言えば、
画期的である一方で、少なくない問題があり、桒田
（2013a、2014a ほか）で簡潔に指摘されている。なお、
2014 年度から資材等価格高騰による交付決定額の増
額変更が制度上申請できるようになっている。

３）　 岩手県産業再生復興推進計画は復興特区法に規定す
る産業集積に係る税制上の特例措置を有効に活用す
るための計画をさす。産業集積を目指す主な対象業
種は、食産業・水産加工業、観光関連産業、木材関
連産業、自動車関連産業、半導体関連産業、医療機
器関連産業である。

４）　 国の 2011 年度第 1 次補正予算では、都道府県拠出
の既存の基金積立額が 538 億円あったことから、こ
れに加算するため 520 億円を計上し、あわせて 1,058
億円とした。国の第 2次補正予算編成にあたっては
所要額 4,400 億円の 8/10 相当額の 3,520 億円から、1
次補正で措置した 520 億円を差し引いた 3,000 億円
が計上され、2/10 相当額の 880 億円のうち、既存積
立金 538 億円を除いた 342 億円について新たな負担
分として都道府県に拠出を求めることとした。この
都道府県の負担金拠出にあたっては、新たな積み増
し分（342 億円）の財源手当として、国の第 2次補
正予算で増額する特別交付税で現年度 100％措置す
ることとされ、また、既存基金積立額（538 億円）
については、既存基金を費消してしまうことから積
戻しを行うこととし、特別交付税で現年度 95％措置
することとされた。実際の負担金拠出額の算定は、
世帯数割、均等割の拠出按分計算によるが、岩手県
の負担金拠出額は 2011 年度に 10.3 億円余りを支出
している。なお、国の2011年度第3次補正予算によっ
て震災復興特別交付税による財源措置に変更され、

岩手県に約 10 億円が交付されている。
５）　 岩手弁護士会の要望書は「被災者生活再建支援制度

及び各種補助金制度の一層の充実を求める要望書」
（2013 年 3 月 11 日）をさす。その趣旨は次の 5点で
ある。①基礎支援金の申請期限の延長と基礎支援金
に関する情報のさらなる周知、広報。②加算支援金
の申請期限の延長。③各種補助金の申請期限の延長。
④各種補助金の申請窓口の一元化、支援金・各種補
助金の申請方法の簡素化。⑤他の自治体へ転居する
被災者に対する補助金制度の一層の充実。

６）　 岩手県（2013b）では被災者の生活再建に対する支
援に関して以下の要望が国に出されている。第一に、
災害救助法にもとづく救助の適用範囲の拡大と手厚
い支援であり、①応急仮設住宅の維持経費等への支
援、②応急仮設住宅の供与期間の延長、③応急仮設
住宅の空き住戸の活用の拡大、④用途廃止した応急
仮設住宅の解体撤去費への支援からなる。第二に、
被災者生活再建支援制度の拡充、第三に、個人の二
重債務解消に向けた支援、第四に、慎重な消費税増
税の最終判断および税率が引き上げられた場合の住
宅取得にかかる消費税負担に対する措置である。

７）　 都道府県による支援金支給額 1/2 が特別交付税によ
り措置される。措置の要件は、支援法適用災害と同
一災害で、支援法の適用要件が満たされなかった市
町村の被災者に支援法と同等の範囲内で独自の支援
を行った場合に行われる。

８）　 公共施設の復旧には通常、被災地方自治体の標準税
収入に対する災害復旧事業費総額の割合に応じて、
国庫補助負担率が 2/3 から最大 8/10 まで嵩上げされ
るが、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等
に関する法律」（激甚災害法）により、さらに国庫補
助負担率の嵩上げ措置等が講じられる。そして、今
回の大震災では、追加の財政支援が講じられた阪神・
淡路大震災の特別の立法ケースを参考にしつつ、さ
らなる追加の財政支援が行われている。すなわち、
大規模な地震・津波による被害が甚大かつ広範に及
んでおり、しかも被災した地方自治体の財政基盤が
脆弱であることを考慮し、国庫補助対象となる事業
とともに、地方自治体の範囲も拡大される等の対応
がとられたということである。

９）　 会計検査院（2013）。
10）　 被災地域の地元建設業者が被災地域外の建設業者と

結成する共同企業体が入札参加できるとしたもの。
11）　 1 人の専任の主任技術者が原則 2件程度の工事を管

理することができることとしたもの。
12）　 公共工事の設計労務単価について、労働市場の実勢

価格を反映させることに加えて、被災地等の入札不
調の抑制のために単価を引き上げるなどしたもの。

13）　 予期できない特別の事情により、工期内に急激なイ
ンフレを生じ、請負代金額が著しく不適当になった
場合に、受注者がその増額変更を請求することがで
きるなどとしたもの。
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14）　 工期内に特定の工事材料（資材）の価格が著しい変
動を生じた場合に、受注者が請負代金額の増額変更
を請求することができるなどとしたもの。

15）　 工事箇所が複数ある工事については、市町村より狭
い範囲で工事箇所を設定して、この工事箇所ごとに
間接工事費を算定できるとしたもの。

16）　 東北 3 県以外からの技術者・技能者確保がさらに必
要になる場合が想定されるとして、技術者・技能者
確保に要する方策に変更があった場合に必要となる
宿泊費等について、設計変更により対応することと
したもの。

17）　 技術者・技能者に係る宿泊費等に乖離が生じること
が想定されるとして、現行の積算基準により算定さ
れる共通仮設比率等に補正係数を乗ずることにより
対応することとしたもの。

18）　 一部の建設資材について、工事実施段階において当
初の調達条件により難い場合に、輸送費、購入費等
について、設計変更により対応することとしたもの。

19）　 岩手県（2013b）では以下の要望が国に出されている。
①被災地の繰越手続の簡素化。②被災地の復旧・復
興の進度に応じた予算配分。2012 年度予算のうち、
やむを得ず執行不可能となった予算については、後
年度において国が再度予算を計上するとともに、被
災地の復旧・復興の進度に応じた予算配分措置を講
じる。③復興事業の進捗状況を踏まえた財政措置。
2011 年度補正予算を活用した復興事業のうち 13 年
度に事故繰越をした予算について、年度内に完了で
きず、やむを得ず執行不可能となった場合は、国が
後年度に再度予算を計上するなどの措置を講じる。

20）　 復旧・復興における自治体職員の不足問題について
は桒田（2014b）で詳細に展開されているので、参
照していただきたい。

21）　 県の震災対応財政の実態分析では、本庁と広域振興
局（出先機関）の行財政関係にまで踏み込むことが
できなかった。この側面からの分析も重要であるが、
今後の課題としたい。
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